
様式 添付書類 備考
（添付書類提出詳細および確認事項等）

（別添１）
基準適合事業主認定申請書

・若者対象の正社員求人又は募集が確認できる書
面の写し
・青少年の雇用の促進等に関する法律施行規則第
７条第４号に記載の項目が掲載されたホームペー
ジ等の写し

⇒様式第１号（第８条関係）（第４面）
記載要領６．参照
➀新規学卒者等であることを条件とした求人の申し込み
又は募集（卒業後3年間応募可能）
➁15歳以上35歳未満の青少年であることを条件とした
求人の申し込み又は募集

（別添２）
新規学卒者等採用実績及び定
着状況報告書

（別添３）
人材育成・教育訓練計画報告
書

本様式の提出に代えて、職業能力開発促進法第
11条に基づく事業内職業能力開発計画の写しで
も可

（別添４）
労働時間実績報告書

※(別添４)(別添５)共通提出資料
・正社員の所定外労働時間や有給休暇取得がわか
る資料の写し（※勤怠管理簿、タイムカード等）
（＊有給休暇等管理を「勤怠管理簿」等ではなく「休暇申
請届」等で管理の場合、前事業年度分取得の「有給休暇管

理届や申請書等」全ての写しを添付）

・正社員の賃金台帳の写し
・法定外労働時間の記載がある場合、タイムカー
ド等法定外週労働時間が確認できる書類の写し
（（別添4）2.記載ありの場合）

直近の事業年度に所属する通常の労働者（正社
員）全員分を提出
・勤怠管理簿等
⇒出退勤状況記載の勤怠管理簿、タイムカード等の写し
注）所定外労働時間を暦日（月末）以外の締日で算出の

場合、前事業年度前後各１ヶ月分（14ヶ月分）を提出

・賃金台帳等
⇒各月毎で時間外や休出支払いが確認できる、賃金台帳
写し
注）最終月の時間外等の支払いが翌月払いの場合、翌月
分までの13ヶ月分を提出

（別添５）
有給休業等取得実績報告書

＊(別添４)(別添５)で求めた数値等の算出根拠
 を確認するための資料提出（前事業年度適用）
●就業規則
・所定労働時間・休日・有給休暇等の確認
●賃金規定
・所定外労働時間等の算出根拠、支払いの確認
●36協定
・協定届出に基づき法令遵守の確認
●育児介護休業規程等（規程の整備確認）
→(別添６)欄参照

就業規則
→各事業所就業形態の確認や所定労働時間、休日等勤怠
管理簿を確認するための参考資料

→有給休暇等の付与時期や取得が規則に沿っているか

⇒有給休暇に「準ずる休暇」に記載がある場
合、当該休暇が規定されている就業規則又は労
働協約等の写し
賃金規程
→規程に基づいた割増賃金等の算出確認、支払い確認
（賃金未払いについての確認）

（別添６）
育児休業等取得実績報告書

育児休業の取得状況が確認できる書類の写し
（出産日、育児休業開始日・終了日がわかるも
の）
・母子手帳の写し（父・母の名前、子の出生日が
載ってるページの写し）
・社会保険適用除外申請書（社会保険事務所受付
押印されてる写し）

・直近の３事業年度に所属する労働者全員分を
提出（通常の労働者（正社員）以外も含みま
す）
・育児休業等の取得実績が無いものの育児休業
制度が整備されている場合、本様式の提出に代
えて、就業規則又は労働協約の写しを提出。
・認定申請時を含む直近３事業年度において次
世代育成支援推進法第13条又は第15条の2に
規定する認定を受けた場合、本様式の提出に代
えて、基準適合事業主認定通知書の写しを提出

（別添７）
関係法令遵守状況報告書

・認定申請日から過去１年間に労働関係法令違反
により労働基準監督署から是正勧告書の交付を受
けてる場合、是正期日までに是正済みであること
が確認できる是正報告書の写し
・認定申請日から過去1年間に労働関係法令違反
で送検され公表されている場合、不起訴であるこ
とが確認できる不起訴処分告知書の写し又は裁判
で無罪になっていることが確認できる判決文の写
し

（別添８）
誓約書(認定申請用) ー

（別添９）
企業情報報告書 ー

・事業主記載箇所は黄色セル部分
・業種、職種、就業場所、その他の自治体の認
定企業登録コードについてはコード表参照

（2022/10/1）

提 出 書 類 一 覧（東京労働局版）

※添付書類について、記載以外に雇用管理が適切に行われているかを確認するため、別途根拠となる資料請求、提出を求める場合があります。


